平成24年度塙町上水道事業会計決算審査意見書
平成２５年９月６日
塙町長　　池　基　文　様
塙町監査委員　石　川　昭　彦
同　　　大　縄　武　夫
地方公営企業法第30条第2項の規定に基づき審査に付された平成24年度塙町上水道事業会計を審査した結果、次のとおり意見を提出します。
１ 審査の対象
平成24年度塙町上水道事業会計決算
２ 審査の期間
平成２５年７月１８日から平成２５年８月８日まで　
３ 提出を受けた書類
平成24年度塙町上水道事業会計決算書
ア　平成24年度塙町上水道事業決算報告書
イ　財務諸表
ウ　平成24年度塙町上水道事業報告書
エ　付属書類

４ 審査の概要
審査に付された決算報告書、財務諸表、事業報告書及び付属書類について、関係法令に準拠して作成されているか、数値に誤りがないか、当事業の経営成績及び財務状態を的確に把握し表示されているかについて必要と思われる審査手続きを用いて検証した。また、事業経営に当たり経済性の発揮や公共の福祉の増進が図られているかについても意を用い審査した。
　なお、現金預金の残高確認及び通帳・証書類の検証については別に例月現金出納検査において実施し、その結果も踏まえて審査した。

５ 審査の結果
(１) 決算諸表について
審査に付された決算報告書、財務諸表、事業報告書及び付属書類は、いずれも関係法令に準拠して作成され、経営成績及び財務状態を適正に表示されているものと認める。
(２) 事業状況について



	事　　　　　　　項
	単　位
	24年度
	23年度
	比　　　　較
	備　　　　　　　　　　　考

	
	
	
	
	増　減
	増減率(%) 
	

	給水人口
	人
	6,986
	7,089
	△ 103
	△ 1.5
	年度末現在

	給水世帯数
	世帯
	2,502
	2,495
	7
	0.3
	年度末現在

	普及率
	％
	73.7
	72.7
	1.0
	　
	行政区域内人口割合

	給水量
	㎥
	794,877
	744,018
	50,859
	6.8
	年間総量

	有収水量
	㎥
	606,597
	607,840
	△1,243
	△ 0.2
	年間総量

	有収率
	％
	76.3
	81.7
	△ 5.4
	　
	　

	１㎥当たり給水収益
（供給単価）
	円
	150.47
	151.71
	△ 1.24
	△ 0.8
	給水収益／有収水量

	１㎥当たり給水原価
	円
	334.95
	350.47
	△15.52
	△ 4.4
	（経常費用ー受託工事費）／有収水量



　給水人口は、前年度と比較して103人（△1.5％）減少しているが、給水世帯数は、7戸（0.3％）増加している。大規模な漏水の影響などで、年間総給水量は794,877㎥で前年度と比較して50,859㎥（6.8％）の増となった。一方、年間有収水量については、606,597㎥で前年度とほぼ同様であったので、有収率は、76.3％と前年度比5.4ポイント低下し、悪化した。
(３) 収支決算書（仮受消費税及び地方消費税を含む）
ア　収益的収入及び支出
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収益的収入の合計は、238,939,206円で予算に対し13,905,206円の増となったが、主な要因は、営業外収益（消費税及び地方消費税の還付金12,738,337円）である。
収益的支出の合計は、206,945,371円で予算に対し、11,773,629円の減となったが、主な要因は、営業費用で人件費、委託料などである。
イ　資本的収入及び支出
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資本的収入は447,323,000円で、予算に対し16,220,000円の減、資本的支出は523,581,765円で、予算に対し20,000,235円の減となった。当年度は、塙第1水源浄水場更新工事などにより決算規模が例年より大きくなっている。
なお、資本的収支の差引不足額　76,258,765円については次表のとおりで消費税の資本的収支調整額14,385,609円と現金支出を伴わない内部留保資金である減価償却費61,873,156円によって補てんされる。
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（４）損益計算書
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営業収益は、給水人口の減少等による有収水量の減により前年度を若干下回った。これに対し、営業費用は、総係費(人件費)や減価償却費が減少し、営業利益は赤字であるものの、前年度比6,014千円（6.7％）圧縮した。このほか、前年度計上した雑支出（簡易水道事業から引継いだ消費税）や支払利息の減少により営業外費用が減少したため、経常利益は前年度に比べ8,961千円（85.5％）の増となった。
一方、水道料滞納者の不納欠損などによる特別損失は増額したが、当年度純利益は前年度を7,377千円上回った。
（５）貸借対照表
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ア　資産について

　固定資産は、塙第1水源浄水場更新工事などにより、前年度に比べ337,641千円(14.7％）増加し、2,629,151千円となった。うち、土地や施設など有形固定資産2,627,279千円、電話加入権など無形固定資産　1,872千円である。

流動資産は379,657千円、うち現金・預金　345,149千円、水道料未収金など未収金　34,069千円、水量計などの貯蔵品439千円である。塙第1水源浄水場更新工事費の支払が翌年度となったため、現金・預金が前年度に比べ294,075千円増となっている。
イ　負債について

　　負債の総額は、247,025千円で、その内訳は、工事費の未払金など246,425千円、その他の流動負債（金融機関の担保金）600千円である。
ウ　資本について

資本金は1,884,341千円、剰余金は877,441千円、総額2,761,782千円で前年度より398,614千円増加した。資本金の内訳は、自己資本金　674,776千円、借入資本金（企業債）1,199,553千円、引継資本金10,011千円で、剰余金の内訳は、資本剰余金(補助金)849,600千円、利益剰余金27,841千円である。
（６）滞納未収金（6ヶ月以上未収）及び不納欠損の状況
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　未収給水収益は、21,271千円であったが、そのうち納期限から6ヵ月以上経過しても納入されない滞納未収金は、118件、3,364千円で前年度に比べ16件、392千円増加している。このうち、18件、1,792千円は不納欠損処分しているので翌年度繰越の滞納未収金は100件、1,572千円である。
（７）企業債の状況
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今年度末における企業債残高は1,199,553千円で、前年度に比べ240,643千円増加している。
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指標 単位 24年度 23年度

23年度平均

算出式

摘要

１．事業の概況

普及率(対行政区域内人口) ％ 72.1 72.7 57.3 現在給水人口／行政区域内人口×100

塙町に占める水道利用人口の割合

平均有収水量 ℓ 238 235 316 1日平均有収水量／現在給水人口

一人当たりの水道使用量

有形固定資産減価償却率 ％ 7.5 4.5 33.2

有形固定資産減価償却累計額／有形固定資

産のうち償却対象資産の帳簿原価

償却資産の減価償却の進み具合

２．施設の効率性

施設利用率(対施設能力) ％ 54.3 50.8 49.8 1日平均配水量／配水能力×100

配水能力に対する配水量の割合

最大稼働率 ％ 74.1 66.4 68.9 1日最大配水量／配水能力×100

配水能力に対する最大配水量の割合

有収率 ％ 76.3 81.7 76.9 年間総有収水量／年間総配水量×100

配水量のうち収益につながった割合

固定資産使用効率

㎥／万円

2.8 3.1 4.9 年間総配水量／有形固定資産

配水管使用効率

㎥／ｍ

10.0 9.3 10.65 年間総配水量／配水管延長

３．料金水準

給水原価

円／㎥

334.95 350.47 190.54

（経常費用－（受託工事費＋材料等売却原

価＋付帯事業費））／年間総有収水量

1㎥の水を作るのにかかる費用

供給単価

円／㎥

150.47 151.71 176.15 給水収益／年間総有収水量

1㎥の水の平均収入額

料金回収率 ％ 44.9 43.3 92.45 供給単価／給水原価×100

給水費用がどの程度水道料金で賄われているか示

す。

４．経営の安定度

総収支比率 ％ 108.6 104.8 105.1 総収益／総費用×100

経営収支の均衡度を表す。

経常収支比率 ％ 109.6 104.9 105.5

（営業収益＋営業外収益）／（営業費用＋

営業外費用）×100

経常的収支の均衡度を表す。100％未満は経常損失

を意味する。

流動比率 ％ 153.7 2292.5 936.8 流動資産／流動負債×100

短期債務に対する支払い能力100％以下は不良債務

発生を示す。

企業債元金償還金対減価償却額比率

％ 56.0 52.0 75.6

建設改良企業債元金償還金／当年度減価償

却費

100％を超えると減価償却費から建設改良費の補て

ん財源が不足する

自己資本構成比率 ％ 51.6 58.9 65.67 （自己資本＋剰余金）／総資本×100

総資本に占める自己資本の割合

固定資産対長期資本比率 ％ 95.2 97.0 89.2

固定資産／（資本金＋剰余金＋固定負債）

×100

固定資産が、どの程度自己資本等で調達されている

か示す。100％以下で低いことが望ましい。

※23年度平均：平成23年度経営指標（総務省）


６　審　査　意　見

（１）業務実績
　　人口の減少や地域景況の低迷等により給水需要はやや低下傾向の状況下、当年度の給水量は6.8％増加したにもかかわらず有収水量が減少し、有収率、給水単価も低下、減少し悪化した。これは、大規模な漏水発生によるもので、今後の発生防止と早期発見態勢に万全を期されたい。

（２）予算執行状況

　　収益的収支においてすべて予算をクリア、すなわち収入額は予算額を上回り、支出額は予算額を下回る結果となっているが、予算自体が安全主義で収入は少なめ、支出は多めに設定されている傾向がある。企業経営における積極主義に相反し、消極的で形式主義と言わざるを得ない。少なくとも当初予算においては採算性確保に向けて「予算消化主義」から脱却し「目標挑戦」姿勢を示されるよう期待する。

（３）経営成績

　　使用水量の減少等により給水収益でわずかに減収となったが事業収入総額は、222,625千円で、ほぼ前年度と同額程度であった。これに対し総係費、減価償却費、支払利息等が減少したため事業費総額は205,018千円で前期比8,253千円（△3.9％）減少した。この結果、経常利益は19,436千円（前期比8,961千円増加）で減収増益となった。なお、滞納水道料のうち1,792千円が不納欠損となり、特別損失にて処理された。期末水道料金の未収金は21,271千円、うち納期限から６カ月以上経過した滞納額は1,572千円であった。水道料金の滞納者に対しては給水停止処分を実行していることもあり、滞納率は比較的低水準にあるものの、滞納件数はやや増加しつつあるので、引続き管理を強化されたい。
（４）資産負債の状況

　　第一水源浄水場の設備更新事業により固定資産で338百万円増加、当該事業の資金調達として、国庫補助金148百万円、企業債300百万円の発行により資本金で、241百万円増加、また期末時点で工事費未払分244百万円計上し、これが預金残高にも残ったために流動資産、流動負債とも大きく膨張し増加した。この結果、資産合計及び負債・資本合計は3,009百万円で前期比642百万円（27.1％）の増加となった。
　企業債については59百万円償還したが、300百万円借入したために差引241百万円ほど増加し期末残高は約1,200百万円となった。

（５）まとめ

　　節水型社会の定着や給水人口が減少する現況下にあって水需要の増加は期待できず、今後の給水収益の拡大は見込めない。一方で、水道施設の老朽化が進み改修費支出の負担増や消費税の引き上げが予想される中、次年度からの地方公営企業会計制度の改正による民間企業並みの会計導入により、水道事業経営の厳しさはさらに増すものと予測される。一層の経営効率と財政基盤の強化が強く求められているので、職員個々が民間企業同様に採算性、経済性、自立性に対する意識を高め、引続き安全かつ安心な水の安定供給に努められるよう期待する。
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